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１，はじめに 

近年，過疎地域では少子高齢化と人口減少が

同時に進行し，住民への医療サービスの維持が

課題となっている．その対策の一つとしての，

効率的な医療施設（以下，「施設」）の配置計画

には，各施設の利用者数の把握が重要である．

施設利用者を推定する時，施設から徒歩圏域内

の人口を考える（Joseph et al (2009), Philippe et 

al(2007)など）事が多い．しかし過疎地域では高

齢者も多く，バスの重要性も高い．バス利用が

可能な人口の多い地域は，車や徒歩での施設到

達が困難でも，一定の施設利用可能性を有する． 

施設配置と人口分布を扱った研究として，坂

本ら(2012)は用途ごとに施設を分類し，周囲の

人口密度，異施設間の集積の特徴を明らかにし

た．だが，施設利用者数への言及はしていない．

また，小熊ら（2009）は，施設利用者の住所か

ら，施設の統廃合に対応した，新たなバスルー

トの構築方法を提案した．しかし，このような

詳細なデータは，一般に入手が困難である． 

以上より，本稿では地理情報システムを用い

て，各施設の利用可能者数の，簡便な推定方法

を提案する．その際に，バス利用を考慮して，

人口，医療・バス施設の分布から徒歩での移動

可能距離に限界がある制約下で計算を行う．こ

れにより，地域の実情を考慮し，施設利用の需

給の偏りを，より詳細かつ定量的に論じる事を

可能にする．そして，得られた知見を施設，公

共交通計画の検討の一助とする事を目的とする． 

２，手法 

𝐾個の施設，𝑁個のバス停を有する地域を考え

る．まず，各バス停と利用施設を対応付けるた

め，ボロノイ分割により，施設𝑘（𝑘 = 1,2, … 𝐾）

が最寄りとなる領域𝑅𝑘を生成する．𝑅𝑘内のバス

利用者は原則，施設𝑘を利用する(1)と仮定し，施

設𝑘と最寄りバス停との距離を𝑑𝑘とする． 

 次に，徒歩による移動限界距離を𝐶とする．

この条件下で施設𝑘を利用可能な人数𝑃𝑘は，1)

徒歩のみ，もしくは2) バスを利用して，施設𝑘に

到達する到達する人数の和である．前者を

𝑃𝑤𝑎𝑙𝑘 𝑘，後者を𝑃𝑘𝑏𝑢𝑠
とする．𝑃𝑤𝑎𝑙𝑘 𝑘は施設𝑘から

半径𝐶の領域内の人口であり，𝑃𝑘𝑏𝑢𝑠
は以下の様

に推定する．バス利用者は，施設𝑘の最寄りバス

停から施設𝑘まで𝑑𝑘だけ移動するため，居住地

からその最寄りバス停まで徒歩で移動可能な距

離は，𝐶 − 𝑑𝑘となる（図 1）．よって，施設𝑘を

利用するバス停𝑖（𝑖 = 1,2, … 𝑛𝑘）周辺の施設𝑘の

利用可能人数𝑝kiは，バス停𝑖から𝐶 − 𝑑𝑘の円領

域のうち，徒歩圏域との重複を除いた部分の人

口である（図 2）．これを，𝑛𝑘個のバス停につい

て考えると，𝑃𝑘𝑏𝑢𝑠
は(1）式で表わされる． 

𝑃𝑘𝑏𝑢𝑠
= ∑ 𝑝𝑘𝑖𝑏𝑢𝑠

𝑛𝑘
𝑖=1             (1)             

よって，施設𝑘の利用可能者数𝑃𝑘は以下である．

𝑃𝑘 = 𝑃𝑘𝑤𝑎𝑙𝑘
＋𝑃𝑘𝑏𝑢𝑠

＝ 𝑃𝑘𝑤𝑎𝑙𝑘
＋∑ 𝑝𝑘𝑖𝑏𝑢𝑠

𝑛𝑘
𝑖=1    (2) 

 

図 1：バス移動の際の利用者の徒歩移動距離 

Distance that people using bus have to walk 
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３，実データへの適用 

本稿では，地域内に 7つの医療施設を有する，

群馬県みなかみ町を対象とした．人口データは，

2 分の 1 地域メッシュ（政府統計の総合窓口 

2010），医療施設，バスルート，バス停のデー

タは国土数値情報ダウンロードサービスより入

手した．図 3 に各バス停の最寄り領域の分割結

果，人口及び医療・バス関連施設の分布を示す． 

表 1 に計算結果をまとめる(2)．施設ごとに差

はあるものの，病院から徒歩圏内のみを考えた

時と比較して，バス利用を考慮すると，約

2.3~10.8 倍の人口が各施設を利用可能になる．

この差異は，各施設を最寄りとするバス停数の

違いによる．地域の全人口は 21,531 人であり，

施設から徒歩圏内の人口のみを考慮した場合は

その 13.9%が，さらにバス利用を考慮すると，

施設利用可能人口の割合が 63.0%にまで増加す

る．この施設利用可能人口の割合は，施設数や

人口の減少が進む過疎地域において過疎の度合

いを計測する，有用な一指標になるであろう． 

４，今後の課題 

より現実の人々の行動を指標に反映する事が

挙げられる．具体的には，1) 利用施設の選択の

際に施設の種類を区別，2) 世代別の徒歩移動可

能距離の設定，3)バス移動可能範囲の制約設定

などがある．また，指標の有用性の確認のため，

実際の各施設の利用者の居住地とその人数との

比較から，本稿の推定結果との照応を行いたい． 

注 

注 1）𝑅𝑘に属するバス停でも，バスルートの全長 2.5km(3)

以下で，同一ルート上の他のバス停が他の医療施設𝑘

の最寄りバス停となっている場合には，そのルートに

属するバス停は全て施設𝑘を選択するものとした． 

注 2)人口は，メッシュと重複した面積に応じた按分によ

り推定した．なお，いずれのバス停からも 500m以上離

れた施設については，徒歩圏域の人口のみを推定した． 

注 3）バスで 10分以内（15km/h の計算）とした． 
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表１ 各施設の交通手段別の利用者数 

The number of people who can use medical facilities   

図２ 各施設の配置と 

手段別移動可能距離 

The relationship  

between the distribution  

of facilities and the 

distance that people 

can walk  

図３ 各施設， 

最寄領域𝑅𝑘と 

人口の分布 

The distribution 

of facilites, the 

number of  

people,and 𝑅𝑘  
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